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インベスコ投信投資顧問株式会社 

本書は、証券取引法第13条の規定に基づく目論見書です。 



１．この目論見書により行うインベスコ 店頭・成長株オープンの受益証券の募集につ

いては、委託会社は、証券取引法（昭和23年法第25号）第５条の規定により有価証

券届出書を平成17年３月17日に関東財務局長に提出しており、平成17年３月18日に

その届出の効力が生じております。

２．インベスコ 店頭・成長株オープンの受益証券の価額は、同ファンドに組み入れら

れる有価証券などの値動きによる影響を受けますが、これらの運用による損益はす

べて投資家の皆様に帰属します。したがって、当ファンドは元金が保証されている

ものではありません。

３．証券取引法第13条第２項第２号に定める事項に関する内容を記載した目論見書

（「請求目論見書」といいます。）は投資家による請求により交付され、請求を行っ

た場合は、投資家自らその旨の記録をしておいて下さい。なお、この目論見書には、

当該「請求目論見書」が添付されております。

４．投資信託は、預金保険または保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

また、登録金融機関は投資者保護基金には加入しておりません。
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目論見書の概要 目論見書の概要 

商 品 分 類  追加型株式投資信託／国内株式型（店頭株型） 

お 申 込 期 間  平成17年３月18日（金）から平成18年３月17日（金）まで 

決 算 日  毎年１回（原則12月 21日。ただし、同日が休業日の場合は、翌営業日） 

主 な 運 用 方 針  投資信託財産の成長を目標として、積極運用を行います。 

お 申 込 価 額  取得申込受付日の基準価額 

主 な 投 資 対 象  
インベスコ　店頭・成長株　マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます。）
受益証券 

お申込取扱場所 
（ 販 売 会 社 ）  

後記＜当ファンドの照会先＞にお問い合わせください。 

 
 
ファンドの特色 

a　主として、マザーファンド受益証券への投資を通じて、ジャスダック市場をは
じめとする新興市場（東証マザーズ、ヘラクレス等）上場銘柄を中心とする成長
性溢れるわが国の株式等に投資します。 

s　JASDAQ　INDEXをベンチマークとします。 
d　ファミリーファンド方式により運用を行います。 

 

価額変動リスク 

a　価格変動リスク 
s　ベンチマークに関するリスク 
d　ファミリーファンド方式に関わるリスク 
　（→詳細は、本文「投資リスク」をご参照ください。） 

 
信 託 期 間  

無期限（平成５年 12月 29日設定） 
ただし、受益権の総口数が当初設定口数の 10分の１を下回ることとなった場合等は、
信託期間の途中で信託を終了させることがあります。 

 
 
 

主 な 投 資 制 限  

a　株式への実質投資割合※には、制限を設けません。 
※実質投資割合とは、当ファンドに属する資産の時価総額と、マザーファンドに属する当該資産の
うち、当ファンドに属するとみなした額との合計額が、当ファンドの投資信託財産の純資産総額
に占める割合をいいます。以下同じ。 

s　外貨建資産への実質投資割合は、投資信託財産の純資産総額の 30％以下とし
ます。 

d　投資信託証券（マザーファンド受益証券は除きます。）への実質投資割合は、
投資信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

 
 
 

お 申 込 手 数 料  

申込口数、申込金額※１または申込代金等に応じて、申込価額に販売会社がそれぞ
れ定める 2.1％（税込）※２以内の手数料率を乗じて得た額とします。 
※１「申込金額」とは、「申込価額×申込口数」により計算される金額をいいます。以下同じ。 
※２ 本書中において、「税込」と表示する場合は、各手数料等に係る消費税等相当額を含めた当該
手数料等を表わします。 

※３　償還乗換えにより当ファンドの受益証券を取得する場合には、その範囲内で取得する口数に
ついて、各販売会社が別途定める申込手数料率を適用する場合があります。 

※４「確定拠出年金コース」へのお申込みの場合は、無手数料となります。 

 
 

お 申 込 単 位  

a　一般コース：１万口以上１万口単位 
s　自動けいぞく投資コース：１万円以上１円単位または 10万円以上１円単位 
d　確定拠出年金コース：１円以上１円単位 
※１　「自動けいぞく投資コース」または「確定拠出年金コース」における収益分配金の再投資は、
１口単位となります。 
※２　申込コースは販売会社ごとに異なりますので、各販売会社にお問い合わせください。 

 
 
 

収 益 分 配  

原則として、年１回の毎決算時に基準価額水準、市況動向等を勘案して分配を行い
ます。ただし、分配対象額が少額の場合は分配を行わないことがあります。 
a「一般コース」の場合……原則として決算日から起算して５営業日目（予定）か
らお支払いいたします。 

s「自動けいぞく投資コース」の場合……分配金は税金を差し引いた後、自動的に
無手数料で再投資されます。 

d「確定拠出年金コース」の場合……分配金は自動的に無手数料で再投資されます
が、確定拠出年金制度の積立金の運用にかかる税制が適用されます。 

インベスコ　店頭・成長株オープンの概要 

換金代金のお支払 原則として、請求受付日から起算して４営業日目からとします。 
信 託 報 酬  純資産総額に対して年率1.05％（税込） 

投資家の皆様におかれましては、商品の内容を十分ご理解のうえ、お申込みくださいますようお願い申し上げます。 
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お　申　込　時 

 
 
 
 
 
お 申 込 手 数 料  

所得税および地方税 個人の場合※1

法人の場合  所 得 税  

普 通 分 配 金 に 対 し  10％※2

普 通 分 配 金 に 対 し  ７％※3
収 益 分 配 時  

所得税および地方税 個人の場合※1

法人の場合  所 得 税  

個別元本※4超過額に対し 10％※2

個別元本※4超過額に対し ７％※3
償 還 時  

所得税および地方税 個人の場合※1

法人の場合  所 得 税  

個別元本※4超過額に対し 10％※2

個別元本※4超過額に対し ７％※3

個 人 の 場 合  

法 人 の 場 合  

申告分離課税（原則） 

法 人 課 税  

詳しくは本文 
「費用と税金」を
ご参照ください。 

途 中  
換金時 

解 約  
請 求  

買 取  
請 求  

※１　確定申告を行い、総合課税を選択することもできます。一部解約時および償還時の損失については、確定申告を
行うことにより、株式等の売買益との損益通算が可能となります。 

※２　平成20年４月１日以降は20％となります。 
※３　平成20年４月１日以降は15％となります。 
※４　個別元本とは、すべてのお客様の個々の受益証券の取得価額をいうもので、各受益者の税法上の元本にあたるも
のです。 

※５　上記にかかわらず、「確定拠出年金コース」の受益者に対しては、確定拠出年金制度の積立金の運用にかかる税
制が適用されます。 

費用と税金 費用と税金 
■お申込時、収益分配時、換金時、償還時等にご負担いただく費用・税金 

時　期 項　目 費　用・税　金 

申込口数、申込金額または申込代金等に応
じて、申込価額に販売会社がそれぞれ定め
る 2.1％（税込）以内の手数料率を乗じて
得た額とします。 
 
（注１）償還乗換えにより当ファンドの受益証券を

取得する場合には、その範囲内で取得する口
数について、各販売会社が別途定める申込手
数料率を適用する場合があります。 

（注２）「確定拠出年金コース」へのお申込みの場
合は、無手数料となります。 

毎 日  

組入株式等売買時 

時　期 

信 託 報 酬  

総額 

売買委託手数料 

項　目 費　用 

純資産総額に対して……………　年率1.0500％（税込） 

配分 
委託会社：純資産総額に対して…年率0.5775％（税込） 
販売会社：純資産総額に対して…年率0.3675％（税込） 
受託会社：純資産総額に対して…年率0.1050％（税込） 

手数料は自由化されています。 

※１　株式等の売買委託手数料に係る消費税等相当額（当該手数料の５％）を投資信託財産から支払います。 
※２　投資信託財産に係る監査費用ならびに当該監査費用に係る消費税等相当額（当該費用の５％）を投資信託財産か
ら支払います。 

※３　上記のほか、外貨建資産の保管費用、先物取引やオプション取引等に要する費用等を投資信託財産から支払います。 
 
（注）税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。 

＜当ファンドの照会先＞ 
当ファンドの基準価額、販売会社等の情報については、下記にお問い合わせください。 
 
名　　称：インベスコ投信投資顧問株式会社 
電話番号：03-3506-6859 
［受付時間：営業日の午前 9時から午後 5時まで（半日営業日は午前 9時から正午まで）］ 
ホームページ：http://www.invesco.co.jp/

■投資信託財産で間接的にご負担いただく（投資信託財産が支払う）費用 
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１．インベスコ　店頭・成長株オープン（以下、「当ファンド」といいます。）の受益証
券の募集については、委託会社は、証券取引法（昭和23年法第25号）第５条の規
定により有価証券届出書を平成17年３月17日に関東財務局長に提出しており、平
成17年３月18日にその届出の効力が生じております。 

２．本書は、証券取引法第13条第２項第２号に定める事項に関する内容を記載した目
論見書（請求目論見書）です。 

３．当ファンドのお申込みの取扱いに当たっては、原則として、目論見書をお渡しし
ますので、本書のご利用に際しては、当該目論見書も併せてご覧ください。 

 
ファンドの詳細情報 
第１　ファンドの沿革 
第２　手続等 
　１申込（販売）手続等 
　２換金（解約）手続等 
第３　管理及び運営 
　１資産管理等の概要 
　　a資産の評価　s保管　d信託期間　f計算期間　gその他 
　２受益者の権利等 
第４　ファンドの経理状況 
　１財務諸表 
　　a貸借対照表　s損益及び剰余金計算書　d附属明細表 
　２ファンドの現況 
　　・純資産額計算書 
第５　設定及び解約の実績 
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投資信託説明書（目論見書）訂正事項分 
 

2005．９ 

 
 
 

本書は、証券取引法第13条の規定に基づく目論見書を訂正するものです。 
本書の前半部分は、投資信託説明書（交付目論見書）の訂正事項分、後半部分は投資

信託説明書（請求目論見書）の訂正事項分となります。 
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投資信託説明書（交付目論見書）訂正事項分 
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インベスコ投信投資顧問株式会社 

 

投資信託説明書（交付目論見書）は、証券取引法第13条の規定に基づく目論見書です。 

１. この目論見書により行う、インベスコ 店頭・成長株オープンの受益証券の募集につい

ては、委託会社は、証券取引法（昭和23年法第25号）第５条の規定により有価証券届出

書を平成17年３月17日に関東財務局長に提出しており、平成17年３月18日にその届出の

効力が生じております。また、同法第７条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を

平成17年４月22日及び平成17年９月14日に関東財務局長に提出しております。 

２. インベスコ 店頭・成長株オープンの受益証券の価額は、同ファンドに組入れられる有

価証券などの値動きによる影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資家

の皆様に帰属します。したがって、当ファンドは元金が保証されているものではありま

せん。 

３. この目論見書に使用している税率は、平成17年９月１日現在で適用されている税率をも

とに作成しておりますが、税法が改正された場合は、それにともない税率が変更される

場合があります。 

４. 投資信託は、預金保険機構または保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。ま

た、登録金融機関は投資者保護基金には加入しておりません。 



－ 1 － 

１．投資信託説明書（交付目論見書）の訂正理由 

平成17年９月14日に半期報告書及び有価証券届出書の訂正届出書を提出したことに伴い、

「インベスコ 店頭・成長株オープン 投資信託説明書（交付目論見書）2005.３」（以下「原

交付目論見書」といいます。）の記載事項のうち、追加・訂正すべき事項がありますので、

関係事項を下記のとおり訂正するものです。 

 

２．訂正箇所及び訂正事項（訂正後の内容を記載しております。） 

＝運用の内容について＝ 

(1) ファンドの投資方針（原交付目論見書１頁） 

①ファンドの特色 

ｂ．継続的に高い利益成長をすることによって、新興市場から比較的早く東証第一部

へ上場していくと見込まれる企業に長期投資いたします。 

 

④投資プロセス 

ａ．調査対象銘柄の絞込み 

当ファンドではまず、わが国の株式市場を構成する各市場から、以下のようなプ

ロセスを経て調査対象とする銘柄を絞り込みます。 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東証１部 新規公開 
新興市場 

地方市場 

ジャスダック 

市場 

東証２部 

成長率  利益率  ＲＯＥ(株主資本利

益率)などによる選別 

ロードショーでの 

分析 調査対象銘柄 

ラージキャップ

（大型株） 

マイクロキャップ 

 

ミッド・スモールキャップ  

（中小型株） 

時価総額 

約 100 億円以下 

時価総額 

約 2000 億円以上 
銘柄規模による選別 
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＝ファンドの仕組み＝ 

(2)委託会社等の概況（原交付目論見書 10 頁） 

ａ．資本金 ： 480 百万円（平成 17 年９月 14 日現在） 

 

   ｂ．委託会社等の沿革 

昭和 58(1983)年 東京に事務所を開設し、日本株式の運用を開始 

昭和 62(1987)年 投資顧問業者として関東財務局に登録、また投資一任業務

の認可を取得 

平成２(1990)年 インベスコ投信株式会社を設立 

平成４(1992)年 厚生年金基金の運用を受託 

平成７(1995)年 公的年金の運用を受託 

平成８(1996)年 投資顧問会社と投信会社が合併し、インベスコ投信投資顧

問株式会社に社名変更 

平成 10(1998)年 エル・ジー・ティー投信・投資顧問株式会社と合併 

    

ｃ．大株主の状況 

  （平成17年９月14日現在）

株 主 名 住 所 所有株数 所有比率 

インベスコ・アセット・ 

マネジメント・リミテッド

連合王国ロンドン市フ

ィンズベリースクウェ

ア30番地 EC2A 1AG 

9,600株 100％ 

    

ｄ．委託会社の属する企業グループについて 

イ. 委託会社は、世界各地の拠点の連携により展開する独立系運用専門会社アンベス

キャップ・グループの一員です。 

ロ. アンベスキャップ・グループは、主要市場に人員を配置しています。世界 20 ヵ

国以上に 40 を超える拠点を持っています。 

ハ．アンベスキャップ・グループ全体の持ち株会社－アンベスキャップ plc は、ロン

ドン(英)、ニューヨーク(米)、トロント（加）の各証券取引所に上場されています。 
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（平成 17 年９月 14 日現在） 
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アンベスキャップ・グループ全体の運用資産総額の推移

単位：億米ドル

 

 

 

※１ 従業員数     ： 6,519人（うち運用担当者 ： 585人） 

※２ 運用資産総額   ： 約3,732億ドル（約41兆円＊） 

＊ 米ドルの円換算は、平成17年６月30日現在の株式会社東京三菱銀行の

対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝110.62円）によります。 

（平成17年６月末現在） 

 

（ヨーロッパ地

域の主要拠点） 

ロンドン 

フランクフルト 

（北米・南米地域

の主要拠点） 

ニューヨーク 

アトランタ （環太平洋地域

の主要拠点） 

香港 

メルボルン 

東京 
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＝投資リスク＝ 

(1)主なリスク要因及び留意点（原交付目論見書 12 頁） 

（前略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)投資リスクに対する管理体制（原交付目論見書 13 頁） 

構成メンバー  

メンバーは、リーガル&コンプライアンス部長(委員長)、管理部門取締役、運用部門取

締役、運用部長、リスク・マネジメント室、年金管理部長、投信管理部長、トレーディ

ング室、リーガル&コンプライアンス部です。また、メンバー以外の者を委員長の権限に

おいてオブザーバーとして参加させることが出来ます。 

(後略) 

 

＝費用と税金＝ 
(4)その他の手数料等（原交付目論見書 18 頁） 

(前略) 

⑦投資信託財産に係る監査費用ならびに当該監査費用に係る消費税等相当額 

留意点 

① ファンドは、預金保険機構または保険契約者保護機構による保護の対象とはなりま

せん。また、登録金融機関は投資者保護基金には加入しておりません。 

② ファンドは投資信託財産の着実な成長を図ることを目標として運用を行うことを基

本としますが、ファンドが投資目的を実現する保証はありません。 

③ ファンドには、運用実績の保証はなく、また投資家の皆様の投資額の時価が増加す

るという保証もありません。皆様の投資には、損失の可能性があり、こうした損失

に対してファンドは一切補償を行いません。 

④ 委託会社は、資金動向、市況動向等によっては、（削除）ファンドの運用方針に

従った運用ができない場合があります。 

⑤ 委託会社は、信託契約の一部解約により、この信託にかかる受益権の総口数が当初

設定口数の10分の１を下回った場合、あるいは信託を終了することが受益者のため

に有利であると認めるとき、もしくはその他やむを得ない事情が発生した場合に

は、信託期間の途中でも信託を終了させる場合があります。 

⑥ 証券取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情が

生じた場合等には、受益証券の取得申込、一部解約の実行の請求の受付を中止する

ことあるいは、既に受け付けた当該申込等の受付を取り消す場合があります。 

⑦ ファンドに適用されている法令、税制、会計基準等は、平成17年９月１日現在のも

のであり、今後変更される可能性があります。 
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 (5)課税上の取扱い（原交付目論見書18頁） 

 

 (前略) 

■法人の受益者に対する課税の取扱い 

普通分配金ならびに一部解約時および償還時の個別元本超過額について 

７％（所得税７％。地方税の源泉徴収はありません。）※３の税率で源泉徴収され法

人の受取額となります。収益分配金のうち所得税法上課税対象となるのは普通分配金

のみであり、特別分配金は課税されません。また、益金不算入制度が適用されます。

徴収された源泉税は所有期間に応じて、法人税額より控除されます。 

※３ 平成20年４月１日より15％（所得税15％。地方税の源泉徴収はありません。）となります。 

 

(後略) 
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＝運用状況＝ 

(1)投資状況（原交付目論見書26頁） 

（平成17年７月29日現在） 

投資資産の種類 国/地域  時価合計(円)  投資比率(％)

親投資信託受益証券 

（インベスコ 店頭･成長株 マザーファンド）
日  本 9,713,072,808 100.36

その他の資産（負債控除後） △34,403,829 △0.36

合計（純資産総額）  9,678,668,979 100.00

 

 

(参考)インベスコ 店頭・成長株 マザーファンド 

（平成17年７月29日現在） 

投資資産の種類 国/地域  時価合計(円)  投資比率(％)

株  式 日   本 9,419,030,100 94.02

コール･ローン、その他の資産（負債控除後） 598,949,558 5.98

合計（純資産総額）  10,017,979,658 100.00

(注1)投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

(注2)投資比率は、小数以下第3位を四捨五入し、小数点以下２桁目まで表示しております。 
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(3)運用実績（原交付目論見書28頁） 

 ①純資産の推移 

 

純資産総額

（百万円）

（分配落）

純資産総額

（百万円）

（分配付）

1口当たり 

  純資産額 

(円)(分配落)

1口当たり

  純資産額

(円)(分配付)

第１期計算期間 (平成６年12月21日現在) 2,860 2,863 0.9571 0.9581

第２期計算期間 (平成７年12月21日現在) 4,604 4,613 0.9570 0.9590

第３期計算期間 (平成８年12月21日現在) 3,633 3,633 0.8620 0.8620

第４期計算期間 (平成９年12月21日現在) 2,451 2,451 0.5685 0.5685

第５期計算期間 (平成10年12月21日現在) 1,421 1,421 0.5778 0.5778

第６期計算期間 (平成11年12月21日現在) 2,340 2,767 1.6450 1.9450

第７期計算期間 (平成12年12月21日現在) 1,203 1,203 0.7890 0.7890

第８期計算期間 (平成13年12月21日現在) 1,387 1,387 0.8178 0.8178

第９期計算期間 (平成14年12月24日現在) 1,375 1,375 0.7231 0.7231

第10期計算期間 (平成15年12月22日現在) 3,048 3,201 1.5893 1.6693

第11期計算期間 (平成16年12月21日現在) 8,172 8,567 2.2742 2.3842

平成16年７月末日 8,830 － 2.6664 －

 平成16年８月末日 9,590 － 2.6748 －

 平成16年９月末日 8,183 － 2.3825 －

 平成16年10月末日 8,133 － 2.3033 －

 平成16年11月末日 8,750 － 2.4408 －

 平成16年12月末日 9,073 － 2.3925 －

 平成17年１月末日 9,611 － 2.5246 －

 平成17年２月末日 9,457 － 2.4929 －

 平成17年３月末日 9,472 － 2.5284 －

 平成17年４月末日 9,584 － 2.5497 －

 平成17年５月末日 9,289 － 2.4899 －

 平成17年６月末日 9,533 － 2.6792 －

 平成17年７月末日 9,678 － 2.7689 －
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②分配の推移 

 1口当たりの分配金（円） 

第１期計算期間 0.0010

第２期計算期間 0.0020

第３期計算期間 0.0000

第４期計算期間 0.0000

第５期計算期間 0.0000

第６期計算期間 0.3000

第７期計算期間 0.0000

第８期計算期間 0.0000

第９期計算期間 0.0000

第10期計算期間 0.0800

第11期計算期間 0.1100

 

 

 

 

③収益率の推移 

 収 益 率（％） 

第１期計算期間 △4.19

第２期計算期間 0.20

第３期計算期間 △9.93

第４期計算期間 △34.05

第５期計算期間 1.64

第６期計算期間 236.62

第７期計算期間 △52.04

第８期計算期間 3.65

第９期計算期間 △11.58

第10期計算期間 130.85

第11期計算期間 50.02

第12期中間計算期間(自 平成16年12月22日至 平成17年６月21日) 13.19

(注)各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末

の基準価額(分配落の額。以下「前期末基準価額」といいます。)を控除した額を前期末基準価額で除

して得た数に100を乗じて得た数を記載しております。なお、小数点以下３位を四捨五入し、小数点以

下２桁目まで表示しております。 
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＝財務ハイライト情報＝（原交付目論見書35頁に以下の情報を追加します。） 

 

インベスコ 店頭・成長株オープン 

 

（1）中間貸借対照表 

  （単位：円）

前中間計算期間 当中間計算期間 

(平成16年6月22日現在) (平成17年6月21日現在)区  分 
注記

番号
金 額 金 額 

資 産 の 部   

 流 動 資 産        

   金 銭 信 託  58,952,822 18,983,159

   コール・ローン  680,282,899 －

   親投資信託受益証券  8,026,616,650 9,522,346,740

   未 収 入 金  － 203,700,061

   未 収 利 息  18 －

 流動資産合計         8,765,852,389 9,745,029,960

資 産 合 計  8,765,852,389 9,745,029,960

負 債 の 部   

 流 動 負 債        

   未 払 解 約 金  173,667,440 172,740,350

   未払受託者報酬  3,113,955 4,944,851

   未払委託者報酬  28,025,456 44,503,596

   その他未払費用  315,000 494,423

 流動負債合計         205,121,851 222,683,220

負 債 合 計  205,121,851 222,683,220

純 資 産 の 部          

  元    本   

   元    本  3,023,922,928 3,699,207,166

 剰 余 金   

   中 間 剰 余 金  5,536,807,610 5,823,139,574

   (うち分配準備積立金)  (162,763,206) (76,064,204)

  剰 余 金 合 計  5,536,807,610 5,823,139,574

純 資 産 合 計  8,560,730,538 9,522,346,740

負債・純資産合計  8,765,852,389 9,745,029,960
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（2）中間損益及び剰余金計算書 

（単位：円） 

前中間計算期間 

自 平成15年12月23日 

至 平成16年 6月22日 

当中間計算期間 

自 平成16年12月22日

至 平成17年 6月21日区  分 
注記

番号

金 額 金 額 

経常損益の部   

営業損益の部   

 営 業 収 益        

  受取利息  2,482 －

  有価証券売買等損益  3,081,219,591 1,180,574,467

 営業収益合計  3,081,222,073 1,180,574,467

 営 業 費 用        

  受託者報酬  3,113,955 4,944,851

  委託者報酬  28,025,456 44,503,596

  その他費用  315,000 494,423

 営業費用合計  31,454,411 49,942,870

営業利益  3,049,767,662 1,130,631,597

経常利益  3,049,767,662 1,130,631,597

中間純利益  3,049,767,662 1,130,631,597

一部解約に伴う中間純利益分配額  1,257,415,103 212,126,038

期首剰余金  1,130,238,157 4,578,936,696

剰余金増加額  5,077,967,583 1,726,002,509

（中間追加信託に伴う剰余金増加額）  (5,077,967,583) (1,726,002,509)

剰余金減少額  2,463,750,689 1,400,305,190

（中間一部解約に伴う剰余金減少額）  (2,463,750,689) (1,400,305,190)

中間剰余金  5,536,807,610 5,823,139,574
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重要な会計方針 

項  目 

前中間計算期間 

自 平成 15 年 12 月 23 日 

至 平成 16 年  6 月 22 日 

当中間計算期間 

自 平成 16 年 12 月 22 日 

至 平成 17 年  6 月 21 日 

有価証券の評

価基準及び評

価方法 

親投資信託受益証券 

 移動平均法に基づき、親投資信託受益証

券の基準価額で評価しております。 

親投資信託受益証券 

 同左 
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参考情報 
 

当ファンドは、「インベスコ 店頭・成長株 マザーファンド」受益証券を主要

投資対象としており、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証

券」は、すべて同ファンドの受益証券です。 
 なお、同ファンドの状況は次の通りです。 
 
「インベスコ 店頭・成長株 マザーファンド」の状況 
 なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。 
 

(1)中間貸借対照表 
      （単位：円）

（平成16年6月22日現在）（平成17年6月21日現在）
区  分 

注記

番号 金 額 金 額 

資 産 の 部    

 流 動 資 産         
  金 銭 信 託  － 429,537

   コール・ローン  378,488,121 646,072,449

   株     式  7,704,209,500 9,246,822,800

   未  収  入  金  3,407,991 160,354,048

   未 収 配 当 金  8,131,729 12,915,427

  未 収 利 息  10 17

 流動資産合計         8,094,237,351 10,066,594,278

資 産 合 計  8,094,237,351 10,066,594,278

負 債 の 部  

 流 動 負 債       

   未 払 金  － 84,048,178

  未 払 解 約 金  － 204,589,577

  流動負債合計         － 288,637,755  

負 債 合 計  － 288,637,755

純 資 産 の 部         

  元    本  

   元 本  1,950,295,241 2,487,330,305

  剰 余 金  

   剰 余 金  6,143,942,110 7,290,626,218

  剰 余 金 合 計  6,143,942,110 7,290,626,218

純 資 産 合 計  8,094,237,351 9,777,956,523

負債・純資産合計  8,094,237,351 10,066,594,278
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重要な会計方針 
自 平成15年12月23日 自 平成16年12月22日 

項 目 
至 平成16年 6月22日 至 平成17年 6月21日 

1.有価証券

の評価基

準及び評

価方法 

 

 

 

 

 

 

 

2.収益及び

費用の計

上基準 

 

 

株式 

 移動平均法に基づき、原則として

時価で評価しております。 

時価評価にあたっては、証券取引

所における最終相場（最終相場のな

いものについては、それに準ずる価

額）、日本証券業協会が発表する基

準値、または証券会社等から提示さ

れる気配相場に基づいて評価してお

ります。 

 

受取配当金 

 原則として、株式の配当落ち日に

おいて、その金額が確定している場

合には当該金額、未だ確定していな

い場合には予想配当金額の 90％を計

上し、残額については入金時に計上

しております。 

株式 

 移動平均法に基づき、原則として時

価で評価しております。 

時価評価にあたっては、証券取引所

における最終相場（最終相場のないも

のについては、それに準ずる価額）、

証券取引所が発表する基準値段、又は

証券会社等から提示される気配相場

に基づいて評価しております。 

 

 

受取配当金 

 同左 

 

 

 

 



 

 

インベスコ 店頭・成長株オープン 
 

 

投資信託説明書（請求目論見書）訂正事項分 

 

2005．９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インベスコ投信投資顧問株式会社 

 

投資信託説明書（請求目論見書）は、証券取引法第13条の規定に基づく目論見書です。 

１. インベスコ 店頭・成長株オープンの受益証券の募集については、委託会社は、証券取

引法（昭和23年法第25号）第５条の規定により有価証券届出書を平成17年３月17日に関

東財務局長に提出しており、平成17年３月18日にその届出の効力が生じております。ま

た、同法第７条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成17年４月22日及び平成

17年９月14日に関東財務局長に提出しております。 

２. インベスコ 店頭・成長株オープンの受益証券の価額は、同ファンドに組入れられる有

価証券などの値動きによる影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資家

の皆様に帰属します。したがって、当ファンドは元金が保証されているものではありま

せん。 

３. この目論見書に使用している税率は、平成17年９月１日現在で適用されている税率をも

とに作成しておりますが、税法が改正された場合は、それにともない税率が変更される

場合があります。 

４. 投資信託は、預金保険機構または保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。ま

た、登録金融機関は投資者保護基金には加入しておりません。 
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１．投資信託説明書（請求目論見書）の訂正理由 

平成17年９月14日に半期報告書及び有価証券届出書の訂正届出書を提出した

ことに伴い、「インベスコ 店頭・成長株オープン 投資信託説明書（請求目論

見書）2005.３」（以下「原請求目論見書」といいます。）の記載事項のうち、

追加・訂正すべき事項がありますので、関係事項を下記のとおり訂正するもので

す。 

 

２．訂正箇所及び訂正事項（訂正後の内容を記載しております。） 

 
ファンドの詳細情報 

 
第４ ファンドの経理状況 

（原請求目論見書 22 頁に以下の財務書類を追加します。） 

 

(3) 当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則」（昭和 52 年大蔵省令第 38 号）並びに同規則第 38 条の 3及び第 57 条の 2

の規定により、「投資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金計算書、附属明細表

並びに運用報告書に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133 号）に基づいて作成し

ております。 

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

 

(4) 当ファンドは、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、前中間計算期間（平成

15 年 12 月 23 日から平成 16 年 6 月 22 日まで）及び当中間計算期間（平成 16 年 12

月 22 日から平成 17 年 6 月 21 日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人

による中間監査を受けております。 
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中間財務諸表 

 

インベスコ 店頭・成長株オープン 

 

（1）中間貸借対照表 

  （単位：円）

前中間計算期間 当中間計算期間 

(平成16年6月22日現在) (平成17年6月21日現在)区  分 
注記

番号
金 額 金 額 

資 産 の 部   

 流 動 資 産        

   金 銭 信 託  58,952,822 18,983,159

   コール・ローン  680,282,899 －

   親投資信託受益証券  8,026,616,650 9,522,346,740

   未 収 入 金  － 203,700,061

   未 収 利 息  18 －

 流動資産合計         8,765,852,389 9,745,029,960

資 産 合 計  8,765,852,389 9,745,029,960

負 債 の 部   

 流 動 負 債        

   未 払 解 約 金  173,667,440 172,740,350

   未払受託者報酬  3,113,955 4,944,851

   未払委託者報酬  28,025,456 44,503,596

   その他未払費用  315,000 494,423

 流動負債合計         205,121,851 222,683,220

負 債 合 計  205,121,851 222,683,220

純 資 産 の 部          

  元    本   

   元    本  3,023,922,928 3,699,207,166

 剰 余 金   

   中 間 剰 余 金  5,536,807,610 5,823,139,574

   (うち分配準備積立金)  (162,763,206) (76,064,204)

  剰 余 金 合 計  5,536,807,610 5,823,139,574

純 資 産 合 計  8,560,730,538 9,522,346,740

負債・純資産合計  8,765,852,389 9,745,029,960
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（2）中間損益及び剰余金計算書 

（単位：円） 

前中間計算期間 

自 平成15年12月23日 

至 平成16年 6月22日 

当中間計算期間 

自 平成16年12月22日

至 平成17年 6月21日区  分 
注記

番号

金 額 金 額 

経常損益の部   

営業損益の部   

 営 業 収 益        

  受取利息  2,482 －

  有価証券売買等損益  3,081,219,591 1,180,574,467

 営業収益合計  3,081,222,073 1,180,574,467

 営 業 費 用        

  受託者報酬  3,113,955 4,944,851

  委託者報酬  28,025,456 44,503,596

  その他費用  315,000 494,423

 営業費用合計  31,454,411 49,942,870

営業利益  3,049,767,662 1,130,631,597

経常利益  3,049,767,662 1,130,631,597

中間純利益  3,049,767,662 1,130,631,597

一部解約に伴う中間純利益分配額  1,257,415,103 212,126,038

期首剰余金  1,130,238,157 4,578,936,696

剰余金増加額  5,077,967,583 1,726,002,509

（中間追加信託に伴う剰余金増加額）  (5,077,967,583) (1,726,002,509)

剰余金減少額  2,463,750,689 1,400,305,190

（中間一部解約に伴う剰余金減少額）  (2,463,750,689) (1,400,305,190)

中間剰余金  5,536,807,610 5,823,139,574
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重要な会計方針 

項  目 

前中間計算期間 

自 平成 15 年 12 月 23 日 

至 平成 16 年  6 月 22 日 

当中間計算期間 

自 平成 16 年 12 月 22 日 

至 平成 17 年  6 月 21 日 

有価証券の評

価基準及び評

価方法 

親投資信託受益証券 

 移動平均法に基づき、親投資信託受益証

券の基準価額で評価しております。 

親投資信託受益証券 

 同左 

 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間計算期間 

（平成 16 年 6 月 22 日現在） 

当中間計算期間 

（平成 17 年 6 月 21 日現在） 

期首元本額 

期中追加設定元本額 

期中解約元本額 

1,918,068,835円

3,791,667,865円

2,685,813,772円

期首元本額 

期中追加設定元本額 

期中解約元本額 

3,593,554,919 円

1,181,618,524 円

1,075,966,277 円

 

（中間損益及び剰余金計算書関係） 

前中間計算期間（自 平成 15 年 12 月 23 日 至 平成 16 年 6 月 22 日） 

 該当事項はありません。 

 

当中間計算期間（自 平成 16 年 12 月 22 日 至 平成 17 年 6 月 21 日） 

 該当事項はありません。 

 

（有価証券関係） 

前中間計算期間（平成 16 年 6 月 22 日現在） 

 該当事項はありません。 

 

当中間計算期間（平成 17 年 6 月 21 日現在） 

 該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引等関係） 

前中間計算期間（自 平成 15 年 12 月 23 日 至 平成 16 年 6 月 22 日） 

 該当事項はありません。 

 

当中間計算期間（自 平成 16 年 12 月 22 日 至 平成 17 年 6 月 21 日） 

 該当事項はありません。 

 

（１口当たり情報） 
 前中間計算期間 

(平成 16年 6月 22日現在）

当中間計算期間 

(平成 17年 6月 21日現在）

１口当たり純資産額 

（1万口当たり純資産額） 

2.8310 円 

（28,310 円） 

2.5742 

（25,742 円） 
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参考情報 
 

当ファンドは、「インベスコ 店頭・成長株 マザーファンド」受益証券を主要

投資対象としており、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証

券」は、すべて同ファンドの受益証券です。 
 なお、同ファンドの状況は次の通りです。 
 
「インベスコ 店頭・成長株 マザーファンド」の状況 
 なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。 
 

(1)中間貸借対照表 
      （単位：円）

（平成16年6月22日現在）（平成17年6月21日現在）
区  分 

注記

番号 金 額 金 額 

資 産 の 部    

 流 動 資 産         
  金 銭 信 託  － 429,537

   コール・ローン  378,488,121 646,072,449

   株     式  7,704,209,500 9,246,822,800

   未  収  入  金  3,407,991 160,354,048

   未 収 配 当 金  8,131,729 12,915,427

  未 収 利 息  10 17

 流動資産合計         8,094,237,351 10,066,594,278

資 産 合 計  8,094,237,351 10,066,594,278

負 債 の 部  

 流 動 負 債       

   未 払 金  － 84,048,178

  未 払 解 約 金  － 204,589,577

  流動負債合計         － 288,637,755  

負 債 合 計  － 288,637,755

純 資 産 の 部         

  元    本  

   元 本  1,950,295,241 2,487,330,305

  剰 余 金  

   剰 余 金  6,143,942,110 7,290,626,218

  剰 余 金 合 計  6,143,942,110 7,290,626,218

純 資 産 合 計  8,094,237,351 9,777,956,523

負債・純資産合計  8,094,237,351 10,066,594,278
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重要な会計方針 
自 平成15年12月23日 自 平成16年12月22日 

項 目 
至 平成16年 6月22日 至 平成17年 6月21日 

1.有価証券

の評価基

準及び評

価方法 

 

 

 

 

 

 

 

2.収益及び

費用の計

上基準 

 

 

株式 

 移動平均法に基づき、原則として

時価で評価しております。 

時価評価にあたっては、証券取引

所における最終相場（最終相場のな

いものについては、それに準ずる価

額）、日本証券業協会が発表する基

準値、または証券会社等から提示さ

れる気配相場に基づいて評価してお

ります。 

 

受取配当金 

 原則として、株式の配当落ち日に

おいて、その金額が確定している場

合には当該金額、未だ確定していな

い場合には予想配当金額の 90％を計

上し、残額については入金時に計上

しております。 

株式 

 移動平均法に基づき、原則として時

価で評価しております。 

時価評価にあたっては、証券取引所

における最終相場（最終相場のないも

のについては、それに準ずる価額）、

証券取引所が発表する基準値段、又は

証券会社等から提示される気配相場

に基づいて評価しております。 

 

 

受取配当金 

 同左 

 

 

 

 
注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

（平成 16 年 6 月 22 日現在） 

本報告書における開示対象ファンドの期首における

当該親投資信託の元本額 

同期中における追加設定元本額 

同期中における解約元本額 

 

同中間期末における元本の内訳 

（ 保有ファンド名 ） 

インべスコ 店頭・成長株オープン 

インべスコ 店頭・成長株オープンＶＡ1 

（適格機関投資家私募投信） 

      合   計 

1,327,162,340 円

1,195,879,103 円

572,746,202 円

（ 金 額 ）

1,933,984,688 円

16,310,553 円

1,950,295,241 円

 
（平成 17 年 6 月 21 日現在） 

本報告書における開示対象ファンドの期首における

当該親投資信託の元本額 

同期中における追加設定元本額 

同期中における解約元本額 

 

同中間期末における元本の内訳 

（ 保有ファンド名 ） 

インべスコ 店頭・成長株オープン 

インべスコ 店頭・成長株オープンＶＡ1 

（適格機関投資家私募投信） 

      合   計 

2,412,945,273 円

788,871,719 円

714,486,687 円

（ 金 額 ）

2,422,310,992 円

65,019,313 円

2,487,330,305 円
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（有価証券関係） 
前中間計算期間（平成 16 年 6 月 22 日現在） 

  該当事項はありません。 
 

当中間計算期間（平成 17 年 6 月 21 日現在） 
  該当事項はありません。 
 

 

（デリバティブ取引等関係） 

前中間計算期間（自 平成 15 年 12 月 23 日 至 平成 16 年 6 月 22 日） 

    該当事項はありません。 

 

当中間計算期間（自 平成 16 年 12 月 22 日 至 平成 17 年 6 月 21 日） 

    該当事項はありません。 

 

 

（１口当たり情報） 
(平成 16 年 6 月 22 日現在） (平成 17 年 6 月 21 日現在） 

１口当たり純資産額 4.1503 円 

（1 万口当たり純資産額 41,503 円） 

１口当たり純資産額 3.9311 円 

（1 万口当たり純資産額 39,311 円） 

 

 

第５ 設定及び解約の実績（原請求目論見書23頁） 

 設定数量 (口) 解約数量 (口) 

第１期計算期間 13,083,190,000 10,094,010,000

第２期計算期間 7,812,860,000 5,991,020,000 

第３期計算期間 6,834,620,000 7,430,080,000 

第４期計算期間 2,740,300,000 2,643,550,000 

第５期計算期間 494,740,000 2,346,420,000 

第６期計算期間 2,353,430,000 3,391,460,000 

第７期計算期間 2,425,830,000 2,323,250,000 

第８期計算期間 764,151,031 592,334,183 

第９期計算期間 787,486,220 582,375,953 

第 10 期計算期間 1,525,389,959 1,509,428,239 

第 11 期計算期間 5,906,527,297 4,231,041,213 

第 12 期中間計算期間 

(自 平成 16 年 12 月 22 日 至 平成 17 年６月 21 日) 1,181,618,524 1,075,966,277 

(注1)本邦外における設定、解約の実績はありません。 

(注2)設定数量には当初募集期間中の設定数量を含みます。 
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